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選挙管理委員会事務局

公職選挙法等の一部改正について

１ 衆議院小選挙区選出議員の選挙区の改定等について

（１）公布年月日

令和４年１１月２８日

（２）主な内容

令和２年の国勢調査（日本国民の人口）の結果に基づき、衆議院議員選挙区画定審議会が

行った選挙区の改定案についての勧告を受けて、２５都道府県１４０選挙区が改定され、東

京都においては２５選挙区から３０選挙区に改定された。

また、比例代表選出議員の東京都における定数が、１７人から１９人に改正された。

（３）中野区が属する小選挙区

①改定前

ア 東京都第７区

（中野区：第１～１７投票区、第１９～２０投票区、第２９投票区）

南台１～５丁目、弥生町１～６丁目、本町１～６丁目、中央１～５丁目、東中野１～２

丁目及び４～５丁目、中野１～４丁目及び５丁目（１０～６８番）、新井１丁目（１～３

５番）及び２～３丁目、野方１丁目及び２丁目（１～３１番・４１～６２番）

（その他）

品川区の一部、目黒区の一部、渋谷区全域、杉並区の一部

イ 東京都第１０区

（中野区 :第１８投票区、第２１～２８投票区、第３０～４０投票区）

東中野３丁目、中野５丁目（１～９番）及び６丁目、上高田１～５丁目、新井１丁目（３

６～４３番）及び４～５丁目、沼袋１～４丁目、松が丘１～２丁目、江原町１～３丁目、

江古田１～４丁目、丸山１～２丁目、野方２丁目（３２～４０番・６３～６９番）及び３

～６丁目、大和町１～４丁目、若宮１～３丁目、白鷺１～３丁目、鷺宮１～６丁目、上鷺

宮１～５丁目

（その他）新宿区の一部、豊島区の一部、練馬区の一部

②改定後

東京都第２７区

中野区全域、杉並区の一部

（４）施行期日等

令和４年１２月２８日

この改正法は、施行日以後初めてその期日を公示される総選挙から適用される。



（５）中野区及び近隣区の改定状況

２ 在外国民審査制度の創設等について

（１）公布年月日

令和４年１１月１８日

（２）主な内容

①在外国民審査制度の創設

国外に居住している国民の最高裁判所裁判官国民審査を保障するため、分離記号式投

票による在外投票を可能とする措置が講じられた。

投票用紙の事前の調整が可能で、在外選挙と同様に「在外公館投票」、「郵便等投票」、

「国内における投票」による投票となる。

◎分離記号式（番号式）投票のイメージ

・投票用紙には１から１５までの数字が印刷される。

・衆議院議員選挙の期日の公示の日に、審査の期日並びに裁判官の氏名の告示順序（中

央選挙管理委員会がくじで定めた順序）が告示される。

・罷免を可とする裁判官の告示番号に対応する欄に×を記載する。

改定前の状況 改定後の状況



②洋上投票制度等の創設

遠洋区域を航行区域とする船舶等に乗船中の船員等の審査の投票の機会を確保するた

め、衆議院議員選挙及び参議院議員選挙と同様の投票方法に整備された。

（３）施行期日

公布の日から起算して３月を超えない範囲内において政令で定める日

３ 地方公共団体の議会の議員及び長の選挙期日等の臨時特例に関する法律等の施行について

（１）公布年月日

令和４年１１月１８日

（２）主な内容

国民の地方選挙に対する関心を高めること等を目的として、令和５年３月、４月又は

５月に任期が満了する地方公共団体の議会の議員又は長の選挙の期日を統一する。

①都道府県及び指定都市の議会の議員及び長の選挙の期日

令和５年４月９日

②指定都市以外の市、特別区及び町村の議会の議員及び長の選挙期日

令和５年４月２３日

（３）施行期日

令和４年１１月１８日


